
Ｓｃｉｅｎｃｅ誌による科学１０大成果のうち日本人が貢献した成果 
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基礎研究の成果例① 
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基礎研究の成果例② 
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○ 科学技術基本計画を開始した平成８年度からの１５年間でみると、科研費は、科学技術振興費予算の 
 伸び（1.76 倍）よりも低い1.56倍の伸び。 
○ 一方、科研費による成果論文の伸びは、日本全体の伸びよりも高く、科研費は質の高い論文算出を牽引。 
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学術研究を支え高い投資効果をあげる科研費 



○科研費による成果論文は、質・量ともに日本全体の伸びよりも高い。 
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科研費と科研費以外の競争的資金の比較（予算と論文数の推移） 

 

 

○ 科研費の予算と科研費関与論文数は増加傾向。制度全体としての成果創出は、着実に増加。 
○ 科研費非関与論文数は、競争的資金予算の増加にもかかわらず減少傾向。 
○ 科研費以外の競争的資金予算は約３倍、制度の数は9制度→43制度に増加。 

（出典） 論文数については、科学研究費助成事業データベース（KAKEN）と論文データベース（Web of Science）の連結によるデータ分析（科学技術政策研究所）。 
     競争的資金は文科省調べ。 
※（ ）書きは、98’、03’、08’の科研費以外の競争的資金制度の数。 
※科研費関与論文はWeb of Scienceに掲載されている論文のうち科研費が関与している論文（科学技術政策研究所分析ではw-k論文） 
※科研費非関与論文はWeb of Scienceに掲載されている論文のうち科研費が関与していない論文（科学技術政策研究所分析ではw-非k論文） 
※科研費関与論文においても、科研費以外の研究資金を財源とする研究課題と協力している可能性がある。 
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科研費関与論文数 約1.5倍 

科研費予算 約1.5倍（直接経費の伸び） 
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○採択率の上がった研究種目の機関種別比較を見ると、国立大学、私立大学への配分が増加 
 し、私立大学のシェアが拡大している（伸び率４７％）。 
○その結果、地方における研究の活性化に寄与している。 

※基盤研究（C）、挑戦的萌芽研究、若手研究（B）の新規採択分の応募・採択状況を集計 

地方を支える科研費 

（文部科学省調べ） 15 



岩手大学工学部の高木浩一教授は、放電プラズマ 
や電気エネルギーに関する研究を専門としており、プラ 
ズマ生成と制御に関する研究などを行うため、平成５年 
度から継続的に科研費を取得 
※奨励研究(A)、基盤研究(B)(C)、特定領域 研究 
（交付額 計約3,400万円）  

プラズマによる汚水・排ガス処理に関する研究の実験手段として、小型
の高電圧発生装置を開発 

高木教授開発の「小型の高電圧発生装置」に、岩手県内の森林組合やキノコ加工 
業者が関心を寄せ（※）、共同研究を開始。その結果、キノコの菌糸を植え付けた 
「ほだ木」に電気刺激を与えると、シイタケで約２倍の収穫となることを実証。  
静岡県の友信工機（株）、神奈川県の（株）ミトミ技研と「小型の高出力パルス発生 
装置」を開発・販売。 

高木教授の理論を参考に、神奈川県の（株）グ
リーンテクノが、愛媛県産業振興課と共同で「き
のこ増産装置」を開発し、約48万円で販売中。 

仮に、シイタケの収穫が2倍になると、岩手県で+47億円、全国で+608億円の経済効果が期待。 
科研費の交付額は、この経済効果に照らすと、岩手県で約140倍、全国で約1,800倍の投資効果をもたらす。 
○生シイタケの国内総生産額（H24年度）：岩手県約47億円、全国約608億円 
○高木教授への科研費交付額（H5年度～）：約3,400万円 

他地域・企業への波及 

期待される経済効果・科研費の投資効果 

・放電プラズマによる有害大気汚染 物質の処理 
・水中パルスパワー放電による水環境の浄化 
・パルス高電界を用いた農業・水産品サプライ力向上 

科研費の研究成果 

研究の最終目標 

※古くから「雷の落ちた場所にはきのこが生える」という言い伝えがあり、 古代ギリシャの哲学者プルタルコ
スの会話集に記録があったり、   「稲妻（いなづま）」の語源を「稲の夫（つま）」であるとする説がある。 
 当初、予想していなかった意外な成果・展開 

上：電圧印可なし、下：あり 

農作物全体に応用できる技術の開発 
・水中放電による殺菌処理と野菜の成長促進 
・非熱平衡プラズマを用いた青果物の腐敗菌の不活性化 

今後の研究目標 

日常生活や地域社会・経済に影響をもたらした科研費の研究成果の例 

徳島大学大学院ソシオテクノサイエンス研究部の青江順一 
教授は、情報工学分野において、検索技法の高度化や感性 
情報の処理などに関する研究を行うため、平成4年度から継 
続的に科研費を取得。※一般研究(C)、基盤研究(A)(B) 
  (交付額 計約7,000万円) 

コンピューターによる情報処理の基礎となる検索技法において、高速で
コンパクトな「ダブル配列法」を確立するとともに、その性能の向上と大
規模言語知識の高速検索手法を実現させた。 

 また、感情を表現する語彙とそれらを使った構文から感情情報を収
集・分析し、文章から感情を解析する感性理解の技術基盤を構築すると
ともに、Web上の有害な情報（違法、誹謗中傷等）を検出する手法の確
立を進めている。 
  
  
  

科研費の研究成果 

 徳島県のジャストシステムにおける漢字かな変換ソフトウェア「ATOK」の初期開発に携わり、研
究成果を反映。平成14年に、大学発ベンチャー「（株）言語理解研究所」を設立し、以下のような
優れた言語理解機能を持つ製品や技術を提供している。 
① テキストマイニング（大量の文章情報を機械的に分析）  
 処理において、文章から感性（満足、快い不快、 不満、不快などの 
心の表出）も読み取る システムを開発。 
（従来は文章中に出現する単語をカウントするだけだった。） 
  （NTTデータ、日本アイ・ビー・エム等が導入） 
② 携帯メールの文章を分析し、文章中に  含まれる感情や緊急度を 
読み取り、それ  に適した画像（絵文字、顔文字等）を自動 的に表示 
する機能を開発。（NECが導入） 
③ 言語で表現される心情や意図情報を体系化し、様々な 
製品にカスタマイズ導入できる汎用的な人工頭脳エンジンを開発。  
 
 

研究の最終目標 

研究成果を活用した商品化への展開 

（株）言語理解研究所の売上高は、年2億5,000万円前後で推移しており、平成14年からの
約10年間で約25億円を売り上げている。科研費の交付額は、この経済効果に照らすと、現
時点で約36倍の投資効果をもたらしている。 
 

期待される経済効果・科研費の投資効果 

 感情を理解し、会話の出来る人工知能の確立。 

アバターの表情に反映 
（出典：言語理解研究所 

Webサイト） 
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 学術研究の「成果」は、新しい知の創造や人材の育成など幅広く、決して一つの指標
で把握できるものでないが、例えば、論文分析により国際的に注目を集めている研究
領域を定量的に把握し、それらが互いにどのような位置関係にあるのか、どのような発
展を見せているのかを示している「サイエンスマップ２０１２」（科学技術・学術政策研究
所）からは、我が国の学術研究は、 
 

 ・ 物理学、化学、材料科学、免疫学、生物学・生化学など我が国が世界の先頭を
競っている分野の持続的な発展をどう確保するか、 

 

 ・ 例えばイギリスやドイツとの比較において存在感が低い学際的・分野融合的領域
の研究をどう推進するか、 

 

 ・ 国際的に注目を集めている研究領域への参画という観点から相対的に低い我が
国の学術研究の多様性をいかに高めるか、 

 
 といった課題があることが明らかになっている。 

我が国の学術研究の課題 
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【※補足】平成23年度から一部種目について基金化を導入したことにより、予算額（基金分）には、翌年度以降に使用する研究費が含まれるため、予算額と当該年度中に 
     研究者に助成される見込の額である助成額を並記。助成額には、前年度以前に造成した基金からの助成分を含む。 

【平成２７年度概算要求の概要】 

 平成２７年度要求・要望額：240,766百万円（※） 
 うち優先課題推進枠要望額：43,878百万円 
 （平成２６年度予算額   ：227,616百万円） 
      【対前年度  ： 13,150百万円】 
 平成２７年度助成額   ：240,616百万円 
 （平成２６年度助成額  ：230,451百万円） 
      【対前年度  ： 10,165百万円】 

科研費はすべての分野にわたり、あらゆる｢学術研究｣を幅広く支援。特に、質の高い多様な学術研究 

を推進するとともに、若手研究者を中心とした国際的な研究ネットワークの形成など、卓越した知の 

創出力を強化するため、科研費の抜本改革に着手。 

１）国際社会における我が国の学術研究の存在感を向上させるための国際共同研究や海外ネットワーク形成の促進 
 

  ①科研費に採択された若手研究者が一定期間海外の大学や研究機関で国際研究ネットワークを形成することを促進 
 

  ②新学術領域研究に「国際活動支援班」を創設し、我が国が強い研究領域をベースとした国際共同研究の推進や海外ネットワークの形成（国際 
   的に評価の高い海外研究者の招聘やポスドクの相互派遣等）を促進 
 

  ③海外の優秀な日本人研究者の予約採択：海外の日本人研究者の「呼び戻し」 
 
 

２）細目にこだわらない分野融合的研究を引き出す新しい審査 
 方式の先導的試行（特設分野研究）の充実 
 

  ○特設分野研究の特枠化 
 

３）優秀な研究者による自らのアイディアと構想に基づいた 
 卓越した研究の継続への支援 
 

  ①女性研究者を対象とした調整枠を新設 
 

  ②育児休業等中も基礎的研究費を支給（研究パフォーマンスを維持する 
   ための支援の充実） 

 ・ 物理学、化学、材料科学、免疫学、生物学、生化学など 
  我が国が世界の先頭を競っている分野の持続的発展 

・ 例えばイギリスやドイツとの比較において存在感が低い 
 学際的・分野融合的領域の研究推進 
 

 ・ 国際的に注目を集めている研究領域への参画という観点 
  から相対的に低い我が国の学術研究の多様性の向上 

＜我が国の学術研究の課題＞ 

※「基金」については「アワードイヤー」等の観点から充実。 
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